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町会・自治会等管理防犯灯の市一括管理に向けた現況調査業務企画提案募集要項 

 

 本市では、地域住民の安全・安心な生活環境の維持向上を図るため、町会・自治会等が管理する

防犯灯の維持管理を市が一括して行うことを検討しています。 

本業務は、その検討に必要な基礎資料を得るため、市内の町会・自治会等が管理する防犯灯の設

置状況、維持管理状況等について現状を調査し、全体像を把握することを目的として、効果的・効

率的な調査を実施するため、企画提案を以下に記載のとおり募集いたします。 

 

業務名：町会・自治会等管理防犯灯の市一括管理に向けた現況調査業務 

 

１ 提案募集に係る事項 

(１) 概要 

 現在、防犯灯の設置・維持管理について、その大部分を町会・自治会等が負担していますが、高

齢化の進展等により、町会・自治会等における防犯灯の管理負担が増大している状況を踏まえ、

この度、令和８年度から市が防犯灯を一括管理できるよう検討しています。 

この調査業務では、市内の防犯灯の設置状況、老朽化の状況、維持管理の実態の把握、防犯灯の

LED 化を含む計画的な改修、新たな設置や防犯上の配慮が必要な箇所の把握などについては、今

回の調査を活用できるようにするとともに、今後の維持管理等についても柔軟な対応が可能とな

るよう調査を実施するものです。 

 

（２）委託上限額 

  ２７，０００千円 

 

（３）事業実施期間 

  契約締結日～令和８年１月１５日までの期間内で実施すること。 

  ※契約期間は、業務実施時期の提案内容により調整します。 

 

２ スケジュール（予定 ※変更する場合があります） 

 公募開始       令和７年７月９日（水） 

質問受付締切     令和７年７月１７日（木）午後３時まで 

回答は質問受付後、1週間以内に市ホームページにて回答します 

提案書類提出締切   令和７年７月２９日（火）午後５時まで 

提案審査選定委員会  提出後 14日以内に開催予定 

提案結果決定通知   選定後速やかに発送します 

契約締結       通知後、市との調整が完了しだい契約を締結します 

 

３ 企画提案公募参加資格  

以下の項目を満たす法人格のある法人 

①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない法人。 

②この要項の配布時から契約日までに市から資格停止の措置を受けていない法人。 

③泉佐野市暴力団排除条例（平成 24年泉佐野市条例第 28号）第２条第１号から第３号のいずれに 

 も該当しない法人。 
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（委託先として選定され、委託契約の締結時に誓約書を提出していただきます。） 

④会社更生法、民事再生法に基づき更生または再生手続きをしていない法人。 

⑤税（国税及び地方税全般）を完納している法人。 

⑥企画提案により実施する事業で、法令等で官公庁の免許、許可又は認可が必要となる場合は、当 

該免許、許可又は認可を受けている法人。 

⑦企画提案した業務を実施するに当たり必要な資機材等を備えている法人。 

⑧宗教活動や政治活動を目的としていない法人。 

 

４ 応募要項の配布期間及び提出 

（１）配布期間：令和７年７月１７日（木）午後５時まで 

 

（２）配布場所：泉佐野市自治振興課のＨＰにて配布（ＨＰからダウンロードしてください） 

 

（３）資料の提出及び期限 

項   目 部 数 提 出 期 限 

企画提案書及び添付書類 
正本１部 

副本４部 
令和７年７月２９日（火）午後５時まで 

  

（４）提出場所：泉佐野市 自治振興課 

        〒598-8550 泉佐野市市場東 1丁目１－１ 市役所２階 

 

（５）提出方法  

「（３）資料の提出及び期限」に記載する期限内（土日祝日は除く午前 9時から午後 5時の間）

に提出書類を、直接「（４）提出場所」まで持参又は郵送してください。（郵送の場合、提出期

限までの消印が有効です） 

 

（６）企画提案に関する留意事項 

ア 複数の提出の禁止 

同一の個人、法人が複数の申請をした場合は、失格とします。 

イ 応募内容の変更禁止 

応募（提出）された書類の変更は原則としてできません。ただし、市が補正等を求めた場合

は除きます。 

ウ 虚偽の記載に対する取扱い 

応募（提出）された書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

エ 応募（提出）された書類の取扱い 

応募（提出）された書類は、いかなる理由に関わらず、返却に応じません。 

オ 選考結果の疑義 

一切認めません。 

カ 著作権の取扱い 

提出書類に含まれる著作物の著作権は、提出者に帰属します。 

キ 提出書類の複製等 

提出された書類は、業者選考の目的の範囲で複製することがあります。なお、提出された書
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類（複製した書類を含む）は業者選定以外の目的では使用しません。 

ク 守秘義務 

本企画提案の参加不参加を問わず、本事業において知り得た情報は、本事業の目的外に使用

し又は第三者に開示もしくは漏洩してはなりません。また、本事業への関わりが無くなり次

第、市から配布された資料がある場合は返却し、その他知り得た情報については、適切に廃

棄してください。 

 

５ 質疑応答 

本要項の内容（業務及び企画提案に関するものを含みます。）に不明な点がある場合は、次の方法で

提出してください。 

（１）提出期限  

令和７年７月１７日（木）午後３時まで 

 

（２）提出方法  

「様式２ 質問書」により、電子メールに添付の上、下記アドレスまで提出してください。な

お、「件名」の初めに必ず「【質問：防犯灯調査業務】」と明記してください。  

※電子メールアドレス：jiti@city.izumisano.lg.jp 

 

（３）回答方法 

質問書受付後、1週間以内に市ホームページにて回答します。 

 

（４）その他  

「（1）提出期限」の期間を経過した後の質問、「３企画提案参加資格」に該当しない方からの

質問、指定した方法以外での質問につきましては、一切受け付けしませんのでご注意ください。 

    また、公平な企画提案公募の審査を行うため、審査基準にかかる内容及び他の提案者等に関す

る内容の質問についても、一切受け付けしませんので、併せてご注意ください。 

 

６ 契約 

（１）契約の締結 

   企画提案の選考の結果、選定された法人と市において契約を締結します。 

  なお、提案された内容は市と受託者で協議のうえ、変更することがあります。 

  また、受託者は、契約締結後直ちに業務の実施体制に基づく責任者を指定していただきます。 

 

（２）契約金額 

企画提案時に提出された概算見積書の額を基本とします。 

 

（３）委託料の支払い 

委託料の支払いについては、業務完了後の清算払いを基本としますが、市と受託者と協議の上 

決定するものとし、正当な請求書の受理後３０日以内に支払います。 

 

（４）その他の契約条項 

    「（1）契約の締結」の選定された法人と協議の上、決定します。 
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７ 契約に関する留意事項 

（１）損害賠償 

本業務の遂行中に、受託者が市及び第三者に損害を与えた場合は、直ちに市にその状況及び 

内容を報告し、市の指示に従うものとします。また、損害賠償の責任は受託者が負うものと 

します。 

 

（２）事故 

本業務の遂行中に事故があったときは、所要の措置を講ずるとともに事故発生の原因及び経 

過、事故による被害の内容等について速やかに市に報告しなければなりません。 

 

（３）契約締結時の契約保証金について 

市との委託契約にあたっては、泉佐野市契約規則（平成１２年泉佐野市規則第２３号）第３ 

２条各号（第２号及び第５号を除く）に該当する場合を除き、委託金額の１０％以上を契約 

保証金として納付していただくことになります。 

 

８ 提案募集の停止・中止または取消し 

  市の施策方針変更や緊急等やむを得ない理由により、提案募集を実施することができない場合、

停止・中止又は取消すことがあります。この場合、提案者において損害が生じても、本市はその

損害について一切負担しません。 

 

９ 企画提案書の作成 

企画提案書の作成は、この要項に記載する事項を十分に理解した上で、次の要領で作成してくださ

い。  

（１）共通事項について  

①企画提案書の提出は、当該事業に対し、１点とします。  

②企画提案書の提出書類は、企画提案書及び「提出書類」に記載する書類とします。 

③日本工業規格Ａ４用紙を使用します。  

④企画提案書の表紙（様式１）には、表題及び個人もしくは事業所（団体）名、代表者名、提出 

年月日、連絡先（担当者氏名・所属部署・会社所在地・電話番号・ＦＡＸ番号・電子メールアド 

レス）を記載してください。 なお、企画提案書の表紙に記載する表題は、「町会・自治会等管理

防犯灯の市一括管理に向けた現況調査業務」とします。 

   ⑤企画提案書（添付資料を除く）は、３０ページ以内で提出してください。 

⑥紙媒体により正本１部、副本４部作成してください。 

⑦使用言語は、日本語で、簡潔かつ明瞭に記述してください。 

⑧企画提案内容によっては、補足説明等を求めることがあります。 

 

（２）企画提案書の構成について  

企画提案書の構成は、次の審査項目及び審査基準の内容に則って作成してください。 

 

１０ 審査方法及び審査基準 

（１）審査方針について 
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応募書類の審査は、選定委員会が行います。審査にあたっては、次の審査基準に基づいて提案

の内容等を審査、選定し、採択提案者を決定します。 

ただし、審査結果が一定の基準に満たない場合は、採択しないことがあります。 

また、審査内容に係る質問や異議は一切受け付けません。 

 

（２）審査方法について 

下記の審査基準に基づき、書面審査を実施し、基準点を超えた法人から提案者を選定します。 

 ただし、提案件数が多い場合は、１次審査を事務局にて件数を絞りこみ、２次審査にて書類審

査を実施いたします。 

なお、２次審査において、必要に応じプレゼンテーションを実施する場合があります。 

 

（３）審査項目及び審査基準について 

審査は、提出された提案書に基づき、次の項目及び基準により実施します。 

※記入漏れ・誤記・表現の誤り等があった場合でも、提出された書類で審査しますので、提出前

に必ず誤りがないか等、十分に注意してください。 

 

○審査項目及び審査基準 

各事業分野の審査項目は以下のとおり。 

審査項目 審査内容 配点 

提案者について ・実施体制、実績 10点 

提案内容について ・独創性、新規性、市場性、可能性 

・優位性、実現性 

・社会貢献、安心安全 

・法的な問題 

60点 

収支計画について ・収支計画 20点 

事業提案金額について ・費用積算 10点 

合計 100点 

  ※合計 60点以上で選定候補者とします。 

１１ 審査結果  

審査結果については、提案の採用有無にかかわらず応募いただいたすべての応募者に、審査終了後

後１週間程度で文書にて通知します。 

 

１２ 企画提案者の失格 

   次のいずれかに該当する場合は失格となります。 

（１）提出期限が過ぎて企画提案書及び添付書類が提出された場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）審査の公平性を害する行為があった場合 

（４）企画提案内容の補足説明を求めたにも係らず、補足説明しなかった場合 

（５）その他、この要項に記載する事項に違反したとき、又は企画提案にあたり著しく信義に反す

る行為等があった場合 
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１３ 企画提案に要する費用負担 

   企画提案に要する費用は、全て提案者の負担とします。 

 

１４ 企画提案書等の取扱い 

  提出された企画提案書、概算見積書等はいかなる場合でも返却いたしません。 

 

１５ 概算見積書 

企画提案書と一緒に当該事業に必要な経費の概算見積書（様式は自由）を作成し、提出してくだ

さい。なお、１年以上継続して使用できるような備品の購入は事前に市と協議が必要です。ま

た、一般管理費は１０％を上限とし、以下のものは経費には含まないものとします。 

・公租公課 

・消費税及び地方消費税 

・官公署に支払う手数料等 

・飲食費 

・事業実施中に発生した事故・災害の処理のための経費 

・その他事業に関係ない経費 

 

１６ その他 

・採択された提案内容については、採択提案者の選定後に市と詳細につきまして協議させていただき

ます。協議の結果、内容・金額等について変更が生じることがあります。 
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★提出書類 
企画提案の応募にあたっては、次の書類を提出してください。 

 

陣頭きあ 

 

 

 

 

別添） 
 
 

 
 

◆応募書類（以下書類は応募代表者が提出するものとします。） 

ア 企画提案応募書【様式１】５部 うち押印したものは 1 部 

イ 企画提案書 ５部（正本１部、副本４部） 

ウ 当該事業にかかる経費の概算見積書【様式自由】５部 うち押印したものは 1 部 

エ 事業実施体制の組織表【様式自由】５部 

（各構成員の役割分担等が明示されているもの） 

オ 提案事業者の過去の事業実績【様式自由】５部 ⇒無ければ必要ありません。 

◆添付書類  

ア 定款又は寄付行為の写【１部】 

イ 法人登記簿謄本の写【１部】（提出の日において発行日から３ヶ月以内のもの） 

ウ 印鑑証明の写【１部】（提出の日において発行日から３ヶ月以内のもの） 

エ 納税証明書（未納がないことの証明）【原本１部】 

・市税（全税目）に未納の税額がない証明 

  ※泉佐野市に納付すべき市税が無い場合は、税務署で発行する納税証明書「その３の３」【「法人税」

と「消費税及地方消費税」に未納の税額がないことの証明書（法人用）】 

オ 財務諸表の写（最近 1 ヶ年のもの：半年決算の場合は２期分）【１部】 

  ・貸借対照表・損益計算書・株主資本等変動計算書等 

カ 最新の営業・事業活動がわかる報告書等【１部】 

キ 委任状【様式３】応募する法人等が代表者から支店長等に委任する場合のみ 

ク その他事業実施に必要な要件が証明できる書面【１部】 

・企画提案により実施する事業で、法令等により官公庁の免許、許可又は認可を必要とする場合は、そ

の許可証等の写し など 

ケ 使用印鑑届【様式４】 

コ 共同企業体（この事業を目的として構成された共同企業体のみ）で企画提案する場合は、添付書類

ア～コは、共同企業体すべての構成員について提出してください。また、共同企業体について、以

下の書類を提出してください。 

a 共同企業体届出書【様式５：１部】 

 b 共同企業体協定書の写し【様式６：１部】 

 c 委任状【様式７：１部】（構成員が支店等である場合で代表者から支店長等に委任する場合のみ） 

 d 使用印鑑届【様式８－１又は様式８－２：１部】 

サ 誓約書（参加資格関係）【様式９：１部】 


